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感染性が強い」のいずれについても，保健所長の約 25％，医療従事者の約 30％が 1969（S44）











2004，奥泉 2007）．2000（H12）年の第一審札幌地方裁判所判決では，旧 B 型肝炎訴訟原告全員
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肝炎の発症時とすることで 5 人全員の訴えを認め，提訴から 17 年を経て原告側の勝訴が確定し
た．
　2）救済策を講じない国










月には新潟地方裁判所，松江地方裁判所でそれぞれ B 型肝炎患者による提訴が行われた．翌年 6
月には金沢地方裁判所にも提訴がなされ，先行して提訴していた静岡地方裁判所を加えて，全国









　2010（H22）年 3 月，札幌地方裁判所は全国 B 型肝炎訴訟・北海道訴訟に関して原告・被告
双方に対する和解勧告を行った．裁判所は，最高裁判決で確定している国の責任を前提として，
感染被害者を広く救済すべきであるとの立場から和解の勧告を行った 5．全国集団訴訟提起から
すでに 2 年が経過し，北海道訴訟でも 3 名の原告が亡くなっている状況下で，原告団は即日この
和解勧告の受け入れを表明した．続いて同月，福岡地方裁判所で和解勧告が行われた．同年 5
月，国は重い腰を上げて和解協議入りを表明して，国と原告・弁護団側との和解協議が開始され

















集団予防接種による B 型肝炎感染被害者遺族の悲嘆 .
　2012（H24）年 1 月，「特定 B 型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法」が
施行され，5 月には前述の検証会議が開催され，原告団代表 2 名と原告側の弁護団代表 1 名が委
員として加わった．6 月には基本合意 1 周年を記念して，原告・弁護団は厚生労働省前で集会を














は 2％と少数に留まる．B 型肝炎による過去 1 年間の医療機関への受診は，肝硬変（重度）や肝
がんになると年間約 20 ～ 30 日の通院，または入院加療も増加する．B 型肝炎発症等による仕事
への影響は，「仕事を辞めた」，「部署が変わった」，「転職した」の合計が約 24％，仕事や部署の
変更に伴う収入減少が約 7 割である．また，病気の発症や進行に 9 割近くが悩みやストレスを感
じており，「民間の保険加入を断られた」27.3％，「医師等から性感染など感染原因の説明を受け，
つらい思いをした」16.8％などと，差別や偏見を経験している．また，同居家族に B 型肝炎ワク
チンの接種を勧めた（3 割以下），勧めたことがない（約 5 割）と回答している．勧めない理由
が「感染の確率が低いと思う」，「医師から勧められない」，「ワクチンがあることを知らなかっ




　本稿では前述の厚生労働省による HBV 感染被害者遺族（103 件）への調査結果を研究対象と
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４　2010（H22）年 4 月に B 型肝炎患者を中心に厚生労働省前での第 1 回座り込み，5 月に第 2 回座り込
み，10 月に学生支援団体「オレンジサポート」主催の全国同時シンポジウムの開催，11 月に第 3 回





裁判中であるにも関わらず原告団代表との面談が，2009（H21）年 11 月 10 日に鳩山邦夫総理大臣と
実現した．当時は，薬害 C 型肝炎原告団が注目され「肝炎対策基本法」が成立する時期であった．そ
の後，原告・弁護団は全員救済を前提とする和解案を国に提示することを求めて原告団代表と長妻厚
生労働大臣との面談が，2010（H22）年 5 月 19 日に実現した．
７　基本合意に至る和解協議はキャリアを巡る扱いが争点となり，24 回に及んだ．
８　全体図解は，KJ 法の作法に則り，総タイトルと，最終的な島の表札，ンボルマーク，元ラベル，4 項
目注記（作成年月日，作成場所，テーマ，作成者）等で構成した．
